第3回活憲政治セミナー：｢日米同盟｣の将来と2010参議院選挙

2010年4月7日　東京都港区・港勤労福祉会館
講師：半田 滋氏(東京新聞編集委員)

論点1  普天間問題と日本政府としての解決策

論点2  ｢日米同盟｣の将来はどうあるべきか

論点3  2010参議院選挙に市民はどう関わるべきか
「平和への結集」をめざす市民の風
日米同盟・米軍再編・普天間移設の経緯

	1966年
	米軍辺野古空港・大浦湾軍港計画

	1981年9月21日
	カール－チ米国防次官が上院歳出委員会で「沖縄の海兵隊は日本防衛のために配備しているのではありません」（田岡俊次『日本を囲む軍事力の構図』、中経出版、2003年9月､P246)

	1995年9月4日
	少女暴行事件

	1996年4月12
	橋本首相が普天間基地の全面返還を発表

	
	「普天間基地の副司令官が新しく辺野古に造ろうとしている基地は普天間の代わりの基地を造るのではなく、現在よりも20％くらい軍事力を強化したそういう機能を持つ基地を造ると言っている」（大田昌秀元沖縄県知事）

	
	｢元国土庁事務次官､下河辺淳氏の証言によれば､米軍が代替施設として要求したのは､長さ45メートルのヘリコプター発着帯だけだ｣(佐藤学沖縄国際大教授､東京新聞朝刊､2009.10.17)

	1996年4月17日
	日米安保共同宣言

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/sengen.html

「日米同盟関係と相互協力及び安全保障条約」

「極東」（日米安保条約）→「アジア太平洋地域」

	1996年11月
	防衛省高見沢現防衛政策局長がオスプレイ配備を隠すよう在日米軍司令部に要請（真喜志好一氏）

	1996年12月2日
	SACO（沖縄に関する特別行動委員会）最終報告

http://www.mod.go.jp/j/library/archives/saco/hutenma.htm

「海上施設は、他の2案に比べて、米軍の運用能力を維持するとともに、沖縄県民の安全及び生活の質にも配意するとの観点から、最善の選択であると判断」「海上施設は、沖縄本島の東海岸沖に建設」(普天間飛行場のヘリ部隊が沖縄に留まることが前提)

	1997年9月23日
	日米防衛協力のための指針

http://www.mod.go.jp/j/library/treaty/sisin/sisin.html


	1999年
	「辺野古沖案」閣議決定

	2002 年7月
	SACO 合意に基づく辺野古沖合の軍民共用代替施設建設の閣議決定

(普天間飛行場のヘリ部隊が沖縄に留まることが前提)

	2004年7月
	日米再編協議開始

	2005年2月19日
	日米安全保障協議委員会共同発表

http://www.mofa.go.jp/Mofaj/area/usa/hosho/2+2_05_02.html

	2005年10月29日
	「日米同盟：未来のための変革と再編」（仮訳）

(普天間飛行場のヘリ部隊を含め、海兵隊旅団が沖縄に留まることが前提)

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/henkaku_saihen.html
●L字型に普天間代替施設を設置する。
●第3海兵機動展開部隊（IIIMEF）司令部はグアム及び他の場所に移転

●残りの在沖縄海兵隊部隊は再編されて海兵機動展開旅団（MEB）に縮小

●約7000名の海兵隊将校及び兵員、並びにその家族の沖縄外への移転

	2006年5月1日
	日米安全保障協議委員会共同発表（仮訳）

http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/g_aso/ubl_06/2plus2_kh.html

	2006年5月1日
	再編実施のための日米のロードマップ（仮訳）

http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/g_aso/ubl_06/2plus2_map.html

●普天間飛行場代替施設を、辺野古岬とこれに隣接する大浦湾と辺野古湾の水域を結ぶ形で設置し、V字型に配置される2本の滑走路は…

●約8000名の第3海兵機動展開部隊の要員と、その家族約9000名は、部隊の一体性を維持するような形で2014年までに沖縄からグアムに移転する。

●沖縄に残る米海兵隊の兵力は、司令部、陸上、航空、戦闘支援及び基地支援能力といった海兵空地任務部隊の要素から構成される。

	2006年6月29日
	「新世紀の日米同盟」

http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/cnd_usa_06/ju_doumei.html

	2006年7月
	「グアム統合軍事開発計画案」（米太平洋軍）

平成21年12月11日　宜野湾市長による与党国会議員等への説明資料

「普天間飛行場のグアム移転の可能性について」プレゼンテーション資料

http://www.city.ginowan.okinawa.jp/DAT/LIB/WEB/1/091209_tenpsiryo_1.pdf

●海兵隊航空部隊と伴に移転してくる最大６７機の回転翼機と９機の特別作戦機ＣＶ－２２航空機用格納庫の建設、ヘリコプターのランプスペースと離着陸用パッドの建設」の記述があり、すなわち普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊はグアムに移転するものである。

	2008年9月15日
	国防総省グアム軍事計画報告書

平成22年2月18日　宜野湾市長による与党国会議員等への説明資料

「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」説明資料

http://www.city.ginowan.okinawa.jp/DAT/LIB/WEB/1/ginowan_mayor_iha_document_1.pdf

「海軍長官から米国下院軍事委員会議長に国防総省グアム軍事計画報告書として「グアムにおける米軍計画の現状」が報告された。その中で沖縄から移転する部隊名が示されており、沖縄のほとんどの海兵隊実戦部隊と、岩国基地に移転予定のKC130 空中給油機部隊を除いて、ヘリ部隊を含め普天間飛行場のほとんどの関連部隊がグアムに行くと示された。」

	2009年6月4日
	米上院軍事委員会における米国海兵隊司令官ジェイムズ・コンウエイ大将の準備陳述書「米国海兵隊の軍事態勢」

http://www.city.ginowan.okinawa.jp/DAT/LIB/WEB/1/100317_tenpsiryo_7.pdf

「訓練や施設の要件を調整し、適切に計画・実施されれば、グアムへの移転は即応能力のある前方態勢を備えた海兵隊戦力を実現し、今後50年間にわたって太平洋における米軍の国益に貢献する。」

	2009年10月
	第3海兵遠征軍(MEF)コマンド・ブリーフ

http://www.city.ginowan.okinawa.jp/DAT/LIB/WEB/1/100316ginowancity.pdf

MEFの望ましい配置として、「普天間代替基地」建設後、部隊がグアムから沖縄に戻る。

	2009年11月
	「沖縄からグアム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価／海外環境影響評価書ドラフト」

同プレゼンテーション資料より

「米軍再編合意とロードマップでは、日本政府は費用分担の枠組みに合意し、海兵隊の沖縄からグアムへの移転に伴う施設建設費として最大60億9000万ドルを負担することになっている。

この費用分担の合意は、日本の防衛と安全保障に対する米国の責務を、（沖縄から移る）グアムの海兵隊が将来も支え続けるということに他ならない。」

● 海兵隊ヘリ部隊だけでなく、地上戦闘部隊や迫撃砲部隊、補給部隊までグアムに行くことになっている。

●以下の４つの軍事要素の移転が予定されている

第３海兵遠征軍（MEF）の司令部要素（予定隊員数：３０４６人）

第３海兵師団部隊の地上戦闘要素（GCE）（予定隊員数：１１００人）

第１海兵航空団と付随部隊の航空戦闘要素（ACE）（予定隊員数：１８５６人）

第３海兵兵站グループ（MLG）の兵站戦闘要素（LCE）（予定隊員数は２５５０人）

	2010年4～5月
	同環境影響評価書の結論

	
	米国防総省のグレグソン次官補（アジア・太平洋安全保障問題担当）「もし交渉に戻らなければならないのなら、交渉に戻る」（琉球新報、2010年3月5日）


防衛省は「グアム統合軍事開発計画案」を把握し
「グアム移転事業」を進めている

在日米軍に関する諸施策 >在日米軍などの兵力態勢の再編 >グアム移転

http://www.mod.go.jp/j/approach/zaibeigun/saihen/iten_guam/index.html
●平成21年度予算におけるグアム移転関連経費について

http://www.mod.go.jp/j/approach/zaibeigun/saihen/iten_guam/pdf/keihi210514.pdf
２００６年５月の米軍再編に関するロードマップ合意における２０１４年までの在沖米海兵隊のグアム移転完了を実現するため、防衛省は、在沖米海兵隊のグアム関連経費として、平成２１年度予算に総額約３５３億円を計上。

※１「真水」事業について、２１年度対象事業及びその経費、並びに基本的な枠組みにつき、日米間で共通の理解が得られたために予算を計上。

●平成21年8月　在沖米海兵隊のグアム移転について
http://www.mod.go.jp/j/approach/zaibeigun/saihen/iten_guam/pdf/iten_guam210807.pdf
２０１０米会計年度国防予算案におけるグアム移転関連経費について（14p）

平成２１年５月７日、米国政府は２０１０米会計年度予算教書の詳細を米連邦議会に提出した。国防予算のうちグアム移転関連経費として、総額約３億７，８００万ドル（約３８９億円、為替レート：１ドル＝１０３円）を計上。その内訳は以下のとおり。

インフラ民活事業の検討状況①（22p）
米軍は、海兵隊の需要のみならず、他軍種の需要も増大することから、以下のオプションについて、日米間で検討を行っているところ。①グアムに移転する在沖米海兵隊向け②グアムの全米軍③軍需及び民需を含むグアム島全体を対象
マスタープランについて（25p）
○「マスタープラン」とは、グアムに移転する在沖米海兵隊に限らず、グアムの米軍基地全体で、今後必要となる施設やインフラの詳細な配置計画。（空母の一時寄港用埠頭、陸軍BMD部隊、空軍基地能力拡張等を含む。）○2008年4月、米国は「マスタープラン素案の概要」を公表。米側からは、環境影響評価手続が終了した後、最終的なマスタープランが確定するところ、「マスタープラン素案の概要」に示される内容は、有力な案（Preferred Alternatives）の一つであり、変更があり得る旨説明あり。○現在、米側において、環境影響評価書の素案（DraftEIS）を作成中。

●平成２１年度「真水」事業の執行状況について
http://www.mod.go.jp/j/approach/zaibeigun/saihen/iten_guam/h21_mamizujigyou.html
フィネガヤン地区基盤整備事業・アンダーセン空軍基地北部地区基盤整備事業・アプラ地区基盤整備事業

→現在、米海軍施設エンジニアリング本部（ＮＡＶＦＡＣ）が入札公告を実施中。

消防署（フィネガヤン地区）設計・下士官用隊舎（フィネガヤン地区）標準設計・港湾運用部隊司令部庁舎（アプラ地区）設計・診療所（アプラ地区）設計

→契約完了

連立政権樹立に当たっての政策合意

http://www5.sdp.or.jp/policy/policy/other/090909_3party.htm
○ 主体的な外交戦略を構築し、緊密で対等な日米同盟関係をつくる。日米協力の推進によって未来志向の関係を築くことで、より強固な相互の信頼を醸成しつつ、沖縄県民の負担軽減の観点から、日米地位協定の改定を提起し、米軍再編や在日米軍基地のあり方についても見直しの方向で臨む。（2009年9月9日）
